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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇大田市の工場火災、鎮火 けが人はなし 

＜山陰中央新報 2022年 12月 27日＞ https://www.sanin-chuo.co.jp/articles/-/317893 

 26日午前 7時半ごろ、大田市水上町の石州瓦メーカー・シバオの工場から出火。鉄筋 2階建て（一部 3階建て）

の工場を半焼し、午前 11時 52分に鎮火した。大田署によるとけが人はいない。 

---------- 

◇自動車販売店の作業場で火災 あたりに煙立ち込める けが人なし 北海道・旭川市 

＜STV NEWS 2022年 12月 26日＞  

https://news.yahoo.co.jp/articles/9fc2d326e50eec373c6162978d7c8d7fde8ad971 

26日午後 1時 50分ごろ、旭川市旭神町にある自動車販売店の作業場で、従業員から「工場内で出火し消せない

状況だ」と 119番通報がありました。 

現場付近には一時、煙が立ち込め、消防車 11台が出動して消火活動にあたりました。 火はおよそ 1時間後にほ

ぼ消し止められ、けが人はいませんでした。  

警察と消防で火の出た原因を調べています。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・環境省_公害健康被害補償不服審査会の裁決について  

＜環境省 2022年 12月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/110729_00004.html 

 公害健康被害補償不服審査会は「公害健康被害の補償等に関する法律」及び「石綿による健康被害の救済に関

する法律」に基づき、令和４年12月19日付けで、10件の裁決を行いました。 

１． 「公害健康被害の補償等に関する法律」に基づく裁決５件 

 都道府県知事等が行った、水俣病にり患した旨の認定を行わないとする処分を不服として審査請求されている

事件４件。大気系疾病にり患したと認定された者の遺族から、遺族補償費、遺族補償一時金及び葬祭料を支給し

ないとした処分を不服として審査請求されている事件１件（詳細は添付資料参照）。 

 （１） 裁決年月日 令和４年12月19日（月） 

 （２） 裁決の内訳 審査請求の棄却  ５件 

２． 「石綿による健康被害の救済に関する法律」に基づく裁決５件 独立行政法人環境再生保全機構が行った、

指定疾病にかかった旨の認定を行わないとした処分を不服として審査請求されている事件３件、特別遺族弔慰金

及び特別葬祭料の支給を受ける権利の認定を行わないとした処分を不服として審査請求されている事件２件（詳

細は、添付資料参照）。 

（１） 裁決年月日 令和４年12月19日（月） 

（２） 裁決の内訳 審査請求の棄却  ４件 

          原処分の取消し  １件 

【公害健康被害補償不服審査会について】 

 公害健康被害の補償等に関する法律（昭和48年法律第111号）第111条に基づき、国家行政組織法第８条に位置

づけられる審査機関として環境庁長官（当時）の所轄の下、昭和49年に設置。 委員は６人で構成され、衆参両院

の同意を得て環境大臣が任命する。 次の行政処分に対する審査請求事件を取り扱い、その裁決は、原処分時に適

用のあった行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第43条第１項により、関係行政庁を拘束する。 なお、平成

28年４月１日からの行政処分に対する審査請求事件については、その裁決は、行政不服審査法(平成26年法律第68

号)第52条第１項により、関係行政庁を拘束する。 

（１）公害健康被害の補償等に関する法律に基づく都道府県知事等の認定又は補償給付の支給に関する処分。 

（２）石綿による健康被害の救済に関する法律（平成18年法律第４号）に基づく独立行政法人環境再生保全機構

の認定又は救済給付の支給に関する処分。 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 
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[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況について（令和４年 12月 26日版） 

 ＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=Q6d6HILOGLPk6InRY 

・新型コロナウイルス感染症（変異株）の患者等の発生について（検疫）  

＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k3eqzFIeyGM0OF8BY 

・新型コロナウイルス感染症の患者の発生について（検疫）  

＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k3eqzFIeyGM0OFwBY 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・自費検査を提供する検査機関一覧を更新しました。  

＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E_cqTNKeSOO0uMqBY 

********************************************************************************************* 

[3] 化学物質による労働災害防止のための新たな規制について  

～労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第 91号（令和４年５月 31日公布））等の

内容～    重要 

＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=s1eK7HI-6EMUGGIhY 

新たな規制の概要  

 厚生労働省は、化学物質による労働災害を防止するため、労働安全衛生規則等の一部を改正しました。 

 化学物質による休業４日以上の労働災害（がん等の遅発性疾病を除く。）の原因となった化学物質の多くは、

化学物質関係の特別規則※の規制の対象外となっています。本改正は、これら規制の対象外であった有害な化学

物質を主な対象として、国によるばく露の上限となる基準の策定、危険性・有害性情報の伝達の整備拡充等を前

提として、事業者が、リスクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止のための措置を適切に実施する制度を導

入するものです。 

 ※ 特定化学物質障害予防規則、有機溶剤中毒予防規則、鉛中毒予防規則、四アルキル鉛中毒予防規則 
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本改正の主なポイント 

１．労働安全衛生規則関係 

（１）リスクアセスメントが義務付けられている化学物質（以下「リスクアセスメント対象物」という。）の製

造、取扱い又は譲渡提供を行う事業場ごとに、化学物質管理者を選任し、化学物質の管理に係る技術的事項を担

当させる等の事業場における化学物質に関する管理体制の強化 

（２）化学物質のＳＤＳ（安全データシート）等による情報伝達について、通知事項である「人体に及ぼす作用」

の内容の定期的な確認・見直しや、通知事項の拡充等による化学物質の危険性・有害性に関する情報の伝達の強

化 

（３）事業者が自ら選択して講ずるばく露措置により、労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される程度

を最小限度にすること（加えて、一部物質については厚生労働大臣が定める濃度基準以下とすること）や、皮膚

又は眼に障害を与える化学物質を取り扱う際に労働者に適切な保護具を使用させること等の化学物質の自律的な

管理体制の整備 

（４）衛生委員会において化学物質の自律的な管理の実施状況の調査審議を行うことを義務付ける等の化学物質

の管理状況に関する労使等のモニタリングの強化 

（５）雇入れ時等の教育について、特定の業種で一部免除が認められていた教育項目について、全業種での実施

を義務とする（教育の対象業種の拡大／教育の拡充）を全業種に拡大 

  

２．有機溶剤中毒予防規則、鉛中毒予防規則、四アルキル鉛中毒予防規則、特定化学物質障害予防規則、粉じん

障害防止規則関係 

（１）化学物質管理の水準が一定以上の事業場に対する個別規制の適用除外 

（２）作業環境測定結果が第三管理区分の事業場に対する作業環境の改善措置の強化 

（３）作業環境管理やばく露防止対策等が適切に実施されている場合における有機溶剤、鉛、四アルキル鉛、特

定化学物質（特別管理物質等を除く。）に関する特殊健康診断の実施頻度の緩和 

  

３．施行日 

公布日（一部令和５年４月１日又は令和６年４月1日施行） 

 

本改正の概要 

労働安全衛生法の新たな化学物質規制  

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000987253.pdf 

----- 

関係法令 

改正政令及び改正省令（令和４年２月 24日公布） 

 「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令」（令和４年政令第 51号）改め文  

    https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000945412.pdf 

「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令」（令和４年政令第 51号）新旧対照表 

    https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000945413.pdf 

「労働安全衛生規則及び特定化学物質障害予防規則の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第 25号）  [ 

     https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000945414.pdf 

改正省令（令和４年５月 31日公布） 

 

「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令」（令和４年厚生労働省令第 91号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000946000.pdf 

告示  

     化学物質等の危険性又は有害性等の表示又は通知等の促進に関する指針の一部を改正する告示（令和４年厚

生労働省告示第 190号） 
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     https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000945415.pdf 

労働安全衛生規則第三十四条の二の十第二項等の規定に基づき厚生労働大臣が定める者（令和４年厚生労働

省告示第 274号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000987093.pdf 

粉じん障害防止規則第三条の二第一項第一号の規定に基づき厚生労働大臣が定める者（令和４年厚生労働省

告示第 275号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000987095.pdf 

労働安全衛生規則第十二条の五第三項第二号イの規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質の管理に関す

る講習（令和４年厚生労働省告示第 276号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000987097.pdf 

「第三管理区分に区分された場所に係る有機溶剤等の濃度の測定の方法等」（令和４年厚生労働省告示第 341

号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001018471.pdf 

労働安全衛生規則第五百七十七条の二第三項の規定に基づきがん原性がある物として厚生労働大臣が定める

もの（令和４年厚生労働省告示第 371号） 

     https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001030128.pdf 

関係通達等 

改正政省令の施行通達 

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令等の施行について（令和４年２月 24日付け基発 0224第１

号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000987101.pdf 

改正省令等の施行通達 

労働安全衛生規則等の一部を改正する省令等の施行について（令和４年５月 31日付け基発 0531第９号）

（令和４年９月７日一部改正） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000987120.pdf 

告示の施行通達 

労働安全衛生規則第 12条の５第３項第２号イの規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質の管理に

関する講習等の適用等について（令和４年９月７日付け基発 0907第１号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000987122.pdf 

第三管理区分に区分された場所に係る有機溶剤等の濃度の測定の方法等に関する告示の施行等について

（令和４年 11月 30日付け基発 1130第１号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001018473.pdf 

労働安全衛生規則第 577条の２第３項の規定に基づきがん原性がある物として厚生労働大臣が定めるも

のの適用について（令和 4年 12月 26日付け基発 1226第４号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001030129.pdf 

関係通知 

労働安全衛生法に基づく安全データシート（SDS）の記載に係る留意事項について（令和４年１月 11日

付け基安化発 0111第２号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000945586.pdf 

労働安全衛生法等の一部を改正する法律等の施行等（化学物質等に係る表示及び文書交付制度の改善関

係）に係る留意事項について」の改正について（令和４年５月 31日付け基安化発 0531第１号） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000945419.pdf 

報道発表資料 

・化学物質による労働災害防止のための新たな規制について～「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令」

の公布～（令和４年５月 31日発表） 

     https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25984.html 
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・「化学物質管理に係る専門家検討会」の中間取りまとめを公表します（令和４年 11月 21日発表） 

     https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_29245.html 

・「第三管理区分に区分された場所に係る有機溶剤等の濃度の測定の方法等」に関する告示について（令和４

年 11月 30日発表） 

     https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_29393.html 

・労働安全衛生規則に基づき作業記録等の 30年間保存が必要ながん原性物質を定める告示を行いました（令

和４年 12月 26日発表） 

     https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_29998.html 

パブリックコメントで寄せられたご意見等について 

・「「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令案」及び「労働安全衛生規則及び特定化学物質障害予防規

則の一部を改正する省令案」に関する意見募集 について 」に対して寄せられた御意見等について（令和

４年２月 24日公表） 

・「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令案に関する意見募集について」に対して寄せられた御意見等に

ついて（令和４年５月 31日公表） 

・「化学物質等の危険性又は有害性等の表示又は通知等の促進に関する指針の一部を改正する件に関する意見

募集について」に対して寄せられた御意見について（令和４年５月 31日公表） 

・「「労働安全衛生規則第三十四条の二の十第二項、有機溶剤中毒予防規則第四条の二第一項第一号、鉛中毒

予防規則第三条の二第一項第一号及び特定化学物質障害予防規則第二条の三第一項第一号の規定に基づき

厚生労働大臣が定める者（案）」及び「粉じん障害防止規則第三条の二第一項第一号の規定に基づき厚生労

働大臣が定める者（案）」に関する意見募集について」に対して寄せられた御意見について（令和４年９月

７日公表） 

・「労働安全衛生規則第十二条の五第三項第二号イの規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質の管理に関

する講習（案）に関する意見募集について」に対して寄せられた御意見について（令和４年９月７日公表） 

・「第三管理区分に区分された場所に係る有機溶剤等の濃度の測定の方法等（案） に関する意見募集につい

て」に対して寄せられた御意見について（令和４年 11月 30日公表） 

・「「労働安全衛生規則第五百七十七条の二第三項の規定に基づきがん原性がある物として厚生労働大臣が定

めるもの（案）」に関する意見募集について」に対して寄せられた御意見について（令和４年 12月 26日公

表） 

対象物質の一覧 

労働安全衛生規則第 577条の２の規定に基づき作業記録等の 30年間保存の対象となる化学物質の一覧（令

和 5年 4月 1日及び令和 6年 4月 1日適用分） 

参考資料 

職場における化学物質等の管理のあり方に関する検討会報告書（令和３年７月 19日公表） 

    https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000945999.pdf 

化学物質の自律的管理におけるリスクアセスメントのためのばく露モニタリングに関する検討会報告書

（令和４年５月 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所化学物質情報管理研究センタ

ー）  

    https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000945998.pdf 

・令和４年度化学物質管理に係る専門家検討会中間とりまとめ（令和４年 11月 21日公表） 

       https://www.mhlw.go.jp/content/11305000/001015453.pdf 

制度の内容・職場の化学物質管理に関する相談窓口 

職場における化学物質管理に関する以下のような相談にお応えする窓口を設置しています。 

・制度の内容に関する相談 

・職場で使用する化学物質のラベルや SDSに関すること 

・リスクアセスメントの実施方法等 

相談先   https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000046255.html 
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********************************************************************************************* 

[4] 労働安全衛生規則に基づき作業記録等の 30年間保存が必要ながん原性物質を定める告示を行いました  

＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=s1eK7HI-6EMUGH4hY 

厚生労働省は、本日、「労働安全衛生規則第577条の２第３項の規定に基づきがん原性がある物として厚生労働大

臣が定めるもの」について告示を行いました。 

 今年５月に公布された「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令」により、「労働安全衛生法」に基づく新た

な化学物質管理が定められました。その一環として、事業者は、厚生労働大臣が定める「がん原性物質」につい

て、これら物質を製造し、または取り扱う業務に従事する労働者の作業記録等を30年間保存することが義務付け

られました。今回の告示では、がん原性物質の対象を定めています。 

■告示のポイント 

１ 作業記録等の30年間保存が必要ながん原性物質の範囲 

  労働安全衛生法に基づきリスクアセスメントの実施が義務付けられているリスクアセスメント対象物のう

ち、国が行う化学物質の有害性の分類の結果、発がん性の区分が区分１に該当する物であって、令和３年３月

31日までの間において当該区分に該当すると分類されたもの。 

  ただし、以下のものおよび事業者が上記物質を臨時に取り扱う場合を除く。 

   ・エタノール 

   ・特別管理物質※ 

     ※ 特定化学物質障害予防規則第38条の３に規定する特別管理物質 

２ 適用日 令和５年４月１日 

別添１ 告示の概要 

     https://www.mhlw.go.jp/content/11305000/001029770.pdf 

別添２ 告示本文（労働安全衛生規則第577条の２第３項の規定に基づきがん原性がある物として厚生労働大臣が

定めるもの） 

     https://www.mhlw.go.jp/content/11305000/001029771.pdf 

別添３ 対象物質の一覧 

     https://www.mhlw.go.jp/content/11305000/001030045.pdf 

 

◇告示の概要 

https://www.mhlw.go.jp/content/11305000/001029770.pdf 

○対象物質 

労働安全衛生規則第 34 条の２の７第１項第１号に規定するリスクアセスメント対象物のうち、国が行う化

学物質の有害性の分類の結果、発がん性の区分が区分１に該当する物※1であって、令和３年３月 31 日までの

間において当該区分に該当すると分類されたもの 

ただし、以下のもの及び事業者が上記物質を臨時に取り扱う場合を除く 

・エタノール※2 

・特別管理物質※3 

※1 国による GHS分類（国際的に推奨されている化学品の危険有害性の分類方法に従って実施した分類）の結

果、発がん性が区分１（区分１A 又は区分１B を含む）に分類されたもの。区分１は、ヒトに対する発がん

性が知られている又はおそらく発がん性がある物質が分類される。 

※2 エタノールは、国による GHS分類で発がん性区分１Aとされているが、これはアルコール飲料として経口

摂取した場合の健康有害性に基づくものであることを踏まえ、業務として大量のエタノールを経口摂取する

ことは通常想定されないこと、疫学調査の文献からは業務起因性が不明であることから、対象から除外した。 

※3 特定化学物質障害予防規則第 38 条の３に規定する特別管理物質をいう。特別管理物質は、特化則におい

て作業記録簿等の記録の 30 年間保存の義務がすでに規定されており、二重規制を避けるため、対象から除

外した。 
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○施行期日等 

適用日：令和５年４月１日（注） 

（注１）令和５年４月１日から適用される物質（約 120物質） 

（注２）令和６年４月１日から適用される物質（約 80物質）：同日にリスクアセスメント対象物として追加※

4される物質のうち、発がん性区分１に該当するもの 

※4 労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（令和４年政令第 51 号）及び労働安全衛生規則及び特定化

学物質障害予防規則の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第 25 号）の施行により追加されるリス

クアセスメント対象物 

※5 がん原性物質の対象物質の一覧は別添３のとおり。 

※6 国によるＧＨＳ分類結果によって、発がん性区分１に該当するがん原性物質が追加・変更された場合、告

示改正により、それら物質を順次追加していく。 

 

 

----- 

◇労働安全衛生規則第五百七十七条の二第三項の規定に基づきがん原性がある物として厚生労働大臣が定める

もの（厚生労働省告示第 371号） 

   [官報] 令和 4年 12月 26日 本紙 第 886号 3頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221226/20221226h00886/20221226h008860003f.html 

○厚生労働省告示第 371号 

 労働安全衛生規則（昭和四十七年労働省令第三十二号）第五百七十七条の二第三項の規定に基づき、労働安全

衛生規則第五百七十七条の二第三項の規定に基づきがん原性がある物として厚生労働大臣が定めるものを次のよ

うに定め、令和五年四月一日から適用する。 

  令和 4年 12月 26日                        厚生労働大臣  加藤 勝信 
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   労働安全衛生規則第五百七十七条の二第三項の規定に基づきがん原性がある物として厚生労働大臣が定め

るもの 

 労働安全衛生規則（昭和四十七年労働省令第三十二号）第五百七十七条の二第三項の規定に基づきがん原性が

ある物として厚生労働大臣が定めるものは、同令第三十四条の二の七第一項第一号に規定するリスクアセスメン

ト対象物のうち、日本産業規格Ｚ七二五二（ＧＨＳに基づく化学品の分類方法）の附属書Ｂに定める方法により

国が行う化学物質の有害性の分類の結果、発がん性の区分が区分一に該当する物（エタノール及び特定化学物質

障害予防規則（昭和四十七年労働省令第三十九号）第三十八条の三に規定する特別管理物質を除く。）であって、

令和三年三月三十一日までの間において当該区分に該当すると分類されたものとする。ただし、事業者が当該物

質を臨時に取り扱う場合においては、この限りでない。 

********************************************************************************************* 

[5] 航空機による爆発物等の輸送基準等を定める告示の一部を改正する件（国土交通省告示第 1300号） 

   [官報] 令和 4年 12月 26日 号外 第 277号 82～132頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221226/20221226g00277/20221226g002770082f.html 

○国土交通省告示第 1300号 

 航空法施行規則（昭和 27年運輸省令第 56号）第 194条第 1項第 9号並びに同条第 2項第 1号、第 3号及び第

4号の規定に基づき、航空機による爆発物等の輸送基準等を定める告示（昭和 58年運輸省公示第 572号）の一部

を次のように改正する。 

   令和 4年 12月 26日                      国土交通大臣  斉藤 鉄夫 

次の表により、改正後欄に掲げる規定の傍線を付し又は傍線で囲んだ部分のように改め、改定前欄及び改定後

欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）は、その標記部分が同一

のものは当該対象規定を改定後欄に掲げるもののように改め、その標記部分が異なるものは改定前欄に掲げる対

象規定を改定後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改定後欄にこれに対応するもの

を掲げていないものは、これを削り、改定後欄に掲げる対象規定で改定前欄にこれに対応するものを掲げていな

いものは、これを加える。 

改 正 後 改 正 前 

 （高圧ガスのガスシリンダー等） 

第 10条 高圧ガスを充てんするガスシリンダー及び密

閉式極低温容器は、高圧ガス保安法（昭和 26年法律

第 204 号）第３条第１項第９号の規定による高圧ガ

スを充てん可能なもの（エアゾール、ガスカートリ

ッジ又は小型燃料ガスボンベに限る｡）、同法第 44条

第１項の容器検査に合格したもの、国土交通大臣が

適当と認める検査に合格したもの又は国土交通大臣

が適当と認める外国の法令に定める基準に適合した

ものでなければならない。 

２～５ （略） 

 （混合包装） 

第 16条 （略） 

２・３ （略） 

４ 混合包装物の表面には、混合包装を意味する文字

を表示し、混合包装される個々の包装物に付された

第 14 条第 1 項から第６項まで及び第 23 条第４項に

規定するラベル並びに前条第１項及び第２項に規定

する表示と同じものを見やすいように付さなければ

ならない。ただし、当該包装物に付されたラベル及

 （高圧ガスのガスシリンダー等） 

第 10条 高圧ガスを充てんするガスシリンダー及び密

閉式極低温容器は、高圧ガス保安法（昭和 26年法律

第 204号）第 44条第１項の容器検査に合格したもの、

国土交通大臣が適当と認める検査に合格したもの又

は国土交通大臣が適当と認める外国の法令に定める

基準に適合したものでなければならない。 

 

 

 

２～５ （略） 

 （混合包装） 

第 16条 （略） 

２・３ （略） 

４ 混合包装物の表面には、混合包装を意味する文字

を表示し、混合包装される個々の包装物に付された

第 14 条第 1 項、第３項、第 4 項及び第 23 条第４項

に規定するラベル並びに前条第１項及び第２項に規

定する表示と同じものを見やすいように付さなけれ

ばならない。ただし、当該包装物に付されたラベル
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び表示が容易に視認できるように混合包装する場合

は、この限りではない。なお、混合包装を意味する

文字の高さは、12ミリメートル以上とする。 

５ （略） 

 （書類の携行等） 

第 17条 輸送許容物件を輸送する場合は、当該輸送許

容物件を輸送する者は、次に掲げる事項を英語又は

日本語により荷送人が記載した書類を携行しなけれ

ばならない。 

 一～三 （略） 

 四 当該書類において使用される言語で廃棄物を意

味する文字（廃棄物を輸送する場合に限る｡）、輸

送許容物件の品名（第７条第２項に規定する空の

容器を輸送する場合には、当該品名の前又は後に、

同項に規定する空の容器であることを意味する文

字を記載すること｡）、溶融物を意味する文字（溶

融物を輸送する場合に限る｡）、安定化を意味する

文字（安定化された物件を輸送する場合に限る｡）、

分類番号又は区分番号（火薬類を輸送する場合に

は、区分番号及び隔離区分とする｡）、国連番号及

び等級（別表第１の等級の欄に規定のあるものに

限る｡） 

 五 （略） 

２・３ （略） 

 （積載上の注意） 

第 18条 （略） 

２～４ （略） 

５ 第 14榮第２項の規定により第３号様式によるラベ

ルを付さなければならない包装物は、次に掲げるい

ずれかの方法により、積載しなくてはならない。た

だし、第一号から第三号までに掲げる方法は、等級

が３の引火性液体（腐食性物質として副次危険性を

有するものを除く｡）、毒物（副次危険性を有しない

もの又は引火性液体として副次危険性を有するもの

に限る｡）、病毒を移しやすい物質及びその他の有害

物件並びに国連番号が 3528 及び 3529 の物件につい

てはこの限りではない。 

 一～四 （略） 

 （容器及び包装の安全性に関する基準） 

第 21条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる要件に適合することについて規則第 194 榮

第２項第１号ロの検査に合格し、かっ、表面にＴの

文字が付された外装容器（以下「Ｔマーク付き容器」

及び表示が容易に視認できるように混合包装する場

合は、この限りではない。なお、混合包装を意味す

る文字の高さは、12ミリメートル以上とする。 

５ （略） 

 （書類の携行等） 

第 17条 輸送許容物件を輸送する場合は、当該輸送許

容物件を輸送する者は、次に掲げる事項を英語又は

日本語により荷送人が記載した書類を携行しなけれ

ばならない。 

 一～三 （略） 

 四 当該書類において使用される言語で廃棄物を意

味する文字（廃棄物を輸送する場合に限る｡）、輸

送許容物件の品名（第７条第２項に規定する空の

容器を輸送する場合には、当該品名の前又は後に、

同項に規定する空の容器であることを意味する文

字を記載すること｡）、溶融物を意味する文字（溶

融物を輸送する場合に限る｡）、分類番号又は区分

番号（火薬類を輸送する場合には、区分番号及び

隔離区分とする｡）、国連番号及び等級（別表第１

の等級の欄に規定のあるものに限る｡） 

 

 

五 （略） 

２・３ （略） 

 （積載上の注意） 

第 18条 （略） 

２～４ （略） 

５ 第 14榮第２項の規定により第３号様式によるラベ

ルを付さなければならない包装物は、次に掲げるい

ずれかの方法により、積載しなくてはならない。た

だし、第一号から第三号までに掲げる方法は、等級

が３の引火性液体（腐食性物質として副次危険性を

有するものを除く｡）、毒物（引火性液体として副次

危険性を有するものを除く｡）、病毒を移しやすい物

質及びその他の有害物件並びに国連番号が 3528及び

3529の物件についてはこの限りではない。 

 

 一～四 （略） 

 （容器及び包装の安全性に関する基準） 

第 21条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる要件に適合することについて規則第 194 榮

第２項第１号ロの検査に合格し、かっ、表面にＴの

文字が付された外装容器（以下「Ｔマーク付き容器」
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という｡）は、損傷、包装の不良若しくは漏えいのあ

る危険物（火薬類、高圧ガス及び病毒を移しやすい

物質（国連番号が 3291 の物件を除く｡）並びに放射

性物質は除く｡）を収納した包装物又は漏えいした危

険物を収納する場合であっても、次の各号の条件に

適合する場合に限り輸送の用に供することができ

る。 

 一～四 （略） 

５ （略） 

別表第１ 輸送許容物件（第１条―第３条、第６条、

第９条―第 11条、第 14条、第 17条､第 21条。第

24条関係） 

 ～ 

別表第 18 搭乗者が身に付け、携帯し、又は携行す

る物件（第 27条関係） 

  ―省略― 

 

 

という｡）は、損傷、包装の不良若しくは漏えいのあ

る危険物（第 4 条第一項第一号、第三号及び第十号

の物件）並びに放射性物質は除く｡）を収納した包装

物又は漏えいした危険物を収納する場合であって

も、次の各号の条件に適合する場合に限り輸送の用

に供することができる。 

 

 一～四 （略） 

５ （略） 

別表第１ 輸送許容物件（第１条―第３条、第６条、

第９条―第 11条、第 14条、第 17条､第 21条。第

24条関係） 

 ～ 

別表第 18 搭乗者が身に付け、携帯し、又は携行す

る物件（第 27条関係） 

  ―省略― 
 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この告示は、令和五年一月一日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この告示の施行の際現に航空機で輸送されている航空法施行規則第百九十四条第二項（同項第一号、第

三号及び第四号に係る部分に限る。）に規定する物件については、当該輸送が終了するまでは、なお従前の例

による。 

第三条 抽出液については、改正後の別表第一の規定にかかわらず、令和五年三月三十一日までの間は、改正前

の規定による品名及び国連番号が改正後の第十七条第一項に規定する書類に記載されている 

 場合に限り、なお従前の例によることができる。 

第四条 連絡先電話番号の記載については、改正後の第四号の五様式の規定にかかわらず、令和八年十二月三十

一日までの間は、なお従前の例によることができる。 

 （高圧ガスのガスシリンダー等に関する規定の読替え） 

第五条 高圧ガス保安法等の一部を改正する法律（令和四年法律第七十四号）の施行の日の前日までの間は、こ

の告示による改正後の航空機による爆発物等の輸送基準等を定める告示第十条中「高圧ガス保安法（昭和二十

六年法律第二百四号）第三条第一項第九号」とあるのは、「高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号）

第三条第一項第八号」とする。 

********************************************************************************************* 

[6] 「令和３年度化学物質環境実態調査結果（概要）」について  

＜環境省 2022年 12月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/press_01027.html 

１．環境省では、昭和49年度から一般環境中における化学物質の残留状況を継続的に把握することを目的に、化

学物質環境実態調査（黒本調査）を実施し、その調査結果を各種化学物質対策に活用しています。 

２．この度、「令和３年度化学物質環境実態調査結果(概要)」がまとまりましたので公表します。調査結果の詳細

については、今後、「令和４年度版化学物質と環境」として取りまとめ、公表する予定です。 

１. 経緯 

 昭和49年度に、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（以下｢化審法｣という。）制定時の附帯決議を

踏まえ、一般環境中の既存化学物質の残留状況の把握を目的として「化学物質環境調査」が開始されました。昭
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和54年度からは、「プライオリティリスト」（優先的に調査に取り組む化学物質の一覧）に基づく「化学物質環境

安全性総点検調査」の枠組みが確立され、調査内容が拡充されてきたところです。 

 その後、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（以下「化管法」とい

う。）の施行、「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」（以下「POPs条約」という。）の採択等を踏ま

え、平成14年度からは調査結果が施策により有効に活用されるよう、環境省内の化学物質管理施策等を所管して

いる部署からの要望物質を中心に調査対象物質を選定する方式に変更し、平成18年度からは調査体系を「初期環

境調査」、「詳細環境調査」及び「モニタリング調査」として実施しています。 

 さらに、平成22年度から、排出に関する情報を考慮した調査地点の選定やモニタリング調査における調査頻度

等を見直した調査を実施しています。 

２. 調査の進め方 

（１） 調査対象物質の選定 

 調査対象物質は、各担当部署から調査要望がなされた物質について、分析法開発の可能性やリスクの観点等を

考慮して絞り込みを行った後、令和２年度に開催された中央環境審議会環境保健部会化学物質評価専門委員会（第

26回）における評価等を経て選定されました。 

（２） 調査内容 

ア．初期環境調査 

 環境リスクが懸念される化学物質について、一般環境中で高濃度が予想される地域においてデータを取得する

ことにより、化管法の指定化学物質の指定、その他化学物質による環境リスクに係る施策について検討する際の

基礎資料等とすることを目的として調査を行い、「化学物質環境実態調査結果精査等検討会」及び「初期環境調査

及び詳細環境調査の結果に関する解析検討会」においてデータの精査、解析等が行われました。 

 令和３年度は11物質（群）を調査対象としました。なお、一部の物質においては、排出に関する情報を考慮し

た調査地点を含むものとなっています。 

イ． 詳細環境調査 

 化審法の優先評価化学物質のリスク評価等を行うため、一般環境中における全国的なばく露評価について検討

するための資料とすることを目的として調査を行い、初期環境調査と同様、「化学物質環境実態調査結果精査等検

討会」及び「初期環境調査及び詳細環境調査の結果に関する解析検討会」においてデータの精査、解析等が行わ

れました。 

 令和３年度は６物質（群）を調査対象としました。なお、一部の物質においては、排出に関する情報を考慮し

た調査地点を含むものとなっています。 

ウ． モニタリング調査 

 化審法の第一種特定化学物質等について一般環境中の残留状況を監視すること及びPOPs条約に対応するため条

約対象物質等の一般環境中における残留状況の経年変化を把握することを目的として調査を行い、「化学物質環境

実態調査結果精査等検討会」、「モニタリング調査の結果に関する解析検討会」及び「POPsモニタリング検討会」

においてデータの精査や解析等が行われました。 

 令和３年度は、POPs条約対象物質のうち総PCB等11物質（群）を調査対象としました。 

３． 調査結果 

ア．初期環境調査（調査結果は別表1のとおり） 

 水質については、10調査対象物質（群）を調査し、６物質群（イベルメクチン類、シクロヘキシルアミン、N-(2,3-

ジメチルフェニル)アントラニル酸（別名：メフェナム酸）、ストレプトマイシン、2-ヒドロキシ-4-メトキシベン

ゾフェノン（別名：ベンゾフェノン-3）、p-メトキシケイ皮酸 2-エチルヘキシル）が検出されました。   

 底質については、１調査対象物質を調査し、検出されませんでした。 

 大気については、２調査対象物質中、１物質（フラン）が検出されました。 

イ．詳細環境調査（調査結果は別表2のとおり） 

 水質については、５調査対象物質（群）を調査し、３物質（群）（環状ポリジメチルシロキサン類、テトラアル

キルアンモニウムの塩類、テトラメチルアンモニウム=ヒドロキシド）が検出されました。 

 底質については、１調査対象物質（群）（2-ベンジリデンオクタナール）を調査し、検出されました。 
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 生物については、１調査対象物質群（環状ポリジメチルシロキサン類）を調査し、検出されました。 

 大気については、１調査対象物質を調査し、検出されませんでした。 

ウ．モニタリング調査（調査結果は別表3-1、3-2のとおり） 

 令和３度のモニタリング調査は、POPs条約発効当初からの対象物質のうちの３物質（群）（PCB 類、ヘキサクロ

ロベンゼン、DDT 類）及び POPs 条約発効後に対象物質に追加された物質のうちの８物質（群）*の計 11 物質（群）

について調査しました。 

 

※ 令和３年度調査では、同時分析の可能性及び過年度調査における検出状況等を考慮して、以下の８物質（群）

について調査を実施しました。 

・ ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS） 

・ ペルフルオロオクタン酸（PFOA） 

・ ペンタクロロベンゼン 

・ エンドスルファン類 

・ ポリ塩化ナフタレン類 

・ ヘキサクロロブタ-1,3-ジエン 

・ 短鎖塩素化パラフィン類 

・ ペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS） 

 

① 継続的に調査を実施している物質（継続的に調査を実施している物質（PCB類、ヘキサクロロベンゼン、DDT

類、ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）、ペルフルオロオクタン酸（PFOA）及びペンタクロロベンゼン）（統

計学的な手法による経年変化の解析結果は、別表3-3～3-5のとおり） 

  調査を行った媒体（水質、底質、生物及び大気）のいずれにおいても、全調査対象物質（群）が検出されまし

た。なお、以下の媒体別の比較については、環境濃度の比較であり、環境リスクの比較ではありません。 

 水質及び底質について平成14年度～令和３年度のデータの経年分析を実施したところ、水質及び底質中のPOPs

濃度レベルは総じて横ばい又は漸減傾向にあるという結果でした。水質及び底質中の濃度の地域分布を見ると、

例年どおり、港湾、大都市圏沿岸の準閉鎖系海域等、人間活動の影響を受けやすい地域にある地点の多くは、そ

の他の地域の地点と比べて高濃度でした。 

 生物について平成14年度～令和３年度のデータの経年分析を実施したところ、生物中のPOPs濃度レベルは総じ

て横ばい又は漸減傾向にあるという結果でした。昨年度に引き続き、総PCB等が人口密集地帯近傍の沿岸域の魚に

ついては、その他の地域の魚類及び貝類と比べて高濃度でした。 

 大気について平成14年度～令和３年度のデータの経年分析を実施したところ、大気中のPOPs濃度レベルは総じ

て横ばい又は漸減傾向にあるという結果でした。 

② その他の物質（エンドスルファン類、ポリ塩化ナフタレン類、ヘキサクロロブタ-1,3-ジエン、短鎖塩素化パ

ラフィン類及びペルフルオロヘキサスルホン酸（PFHxS）） 

 調査を行った媒体（水質、底質、生物及び大気）において、エンドスルファン類は水質、底質及び大気で、ヘ

キサクロロ-1,3-ブタジエンは底質及び生物（魚類のみ）及び大気で、ポリ塩化ナフタレン類、短鎖塩素化パラフ

ィン類及びペルフルオロヘキサスルホン酸（PFHxS）は全ての媒体で検出されました。 

以上 

添付資料 

別表1 初期環境調査における検出状況 

   https://www.env.go.jp/content/000098202.pdf 

別表2 詳細環境調査における検出状況 

   https://www.env.go.jp/content/000098203.pdf 

別表3-1、3-2 モニタリング調査における検出状況 

   https://www.env.go.jp/content/000098208.pdf 

別表3-3～3-5 平成14年度から令和３年度における経年分析結果 



ACSES ニュースレター_２４３３_20221227 

 14 

   https://www.env.go.jp/content/000098211.pdf 

********************************************************************************************* 

[7] 肥料 

◇肥料の登録の有効期間を更新した件（農林水産省告示第 2120号） 

   [官報] 令和 4年 12月 26日 号外 第 277号 77～80頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221226/20221226g00277/20221226g002770077f.html 

肥料の登録の有効期間更新 157件が公示された。 

---------- 

◇生産業者及び輸入業者の住所並びに肥料の名称の変更に係る届出があった件（農林水産省告示第 2121号） 

   [官報] 令和 4年 12月 26日 号外 第 277号 80頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221226/20221226g00277/20221226g002770080f.html 

肥料の生産業者及び輸入業者の住所並びに肥料の名称の変更２件が公示された。 

---------- 

◇肥料の登録が失効した件（農林水産省告示第 2122号） 

   [官報] 令和 4年 12月 26日 号外 第 277号 80～81頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221226/20221226g00277/20221226g002770080f.html 

肥料の登録失効 12件が公示された。 

---------- 

◇肥料を登録した件（農林水産省告示第 2123号） 

   [官報] 令和 4年 12月 26日 号外 第 277号 81頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221226/20221226g00277/20221226g002770081f.html 

肥料の新規登録 24件が公示された。 

********************************************************************************************* 

[8] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇今後の原子力政策の方向性と行動指針（案）について御意見を募集します 

＜経済産業省 2022年 12月 26日＞ 

https://www.meti.go.jp/press/2022/12/20221223010/20221223010.html?from=mj 

---------- 

◇GX実現に向けた基本方針に対する御意見を募集します  

＜経済産業省 2022年 12月 26日＞ 

https://www.meti.go.jp/press/2022/12/20221223011/20221223011.html?from=mj 

-------------------- 

[調査結果] 

◇令和４年度スギ雄花花芽調査の結果について  

＜環境省 2022年 12月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/press_01019.html 

今般、本年度のスギ雄花（おばな）の花芽（はなめ）調査の結果が取りまとまりましたので、お知らせします。 

 本年のスギ雄花の着花量（ちゃっかりょう）については、東北北部と四国の一部では前年より少なくなりまし

たが、東北南部から九州にかけての多くの地域ではスギ雄花が前年より多くなっています 

---------- 

◇ハンセン病に関する文書の保管状況に関する実態調査について  

＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=m3-ixFoWwGs8MFAJY 

---------- 

◇学校施設のバリアフリー化に関する実態調査を実施しました  

＜文部科学省 2022年 12月 26日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/agnOadam1tkZhZbG 

********************************************************************************************* 
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[9] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・第 10回 医薬品等行政評価・監視委員会資料    12月 27日 

＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=U7dqDJLeCKP0-J3BY 

【議題】 

 １ 医薬品等行政評価・監視委員会の意見に係る実施状況の報告について  

２ 委員の求めに応じた個別事項への対応について  

３ 医薬品等行政評価・監視委員会における海外調査について  

４ 医薬・生活衛生局からの定期報告について  

５ その他 

・薬事・食品衛生審議会 医療機器・体外診断薬部会（ペーパーレス）を開催します   １月 16日  

＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k3eqzFIeyGM0OFIBY 

[審議事項] 

議題１ 基本要件の一部改正について 

［報告事項］ 

議題２ 医療機器の認証基準の改正について 

非公開案件 

［審議事項］ 

議題３ 医療機器「VENOVO 静脈ステントシステム」の使用成績評価の要否について 

議題４ 医療機器の高度管理医療機器、管理医療機器又は一般医療機器の指定及び特定保守管理医療機器の指

定の要否について 

［報告事項］ 

議題５ 優先審査報告について 

・気候変動予測先端研究プログラム公開シンポジウム「気候変動で日本はどうなるか～気候予測データセット

2022の公表～」開催のお知らせ   1月 12日  

＜文部科学省 2022年 12月 26日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/agnOadam1tkZhZbF 

 文部科学省では、令和4年度より「気候変動予測先端研究プログラム」を開始しました。同プログラムは、前身

となる「統合的気候モデル高度化研究プログラム」（平成29年度～令和3年度）の成果を発展的に引き継ぎ、気候

変動メカニズムのさらなる解明や気候変動予測の不確実性の低減、社会のニーズを踏まえた高精度な気候予測デ

ータの創出等を通じて、人類が直面している地球温暖化をはじめとした気候変動の問題に取り組んでいく研究プ

ログラムです。 

 今年度のシンポジウムでは、2022年 12月に公開された「気候予測データセット 2022」を取り上げ、同プログ

ラム内外の専門家とともに、気候予測データの内容について理解を深め、その活用の可能性を探ります。 

 

・自治体職員向け違法な不用品回収業者対策セミナーの開催について  

＜環境省 2022年 12月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/press_01017.html 

 環境省は、廃家電を違法に回収し不適正な処理を行う業者の実態や指導・取締りに関する理解を深めていただ

くため、自治体職員を対象としたセミナーを開催します。 

■ 目的 

 一般家庭や事業所で使用済みとなった家電製品（廃家電）については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭

和45年法律第137号。以下「廃棄物処理法」という。）に基づく取扱いを基本とした上で、特定家庭用機器再商品

化法（平成10年法律第97号）や使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成24年法律第57号）等

に基づくリサイクルルートを整備することで、適正な処理や資源の有効利用を推進しています。 

 一方で、廃家電を違法に回収する業者は後を絶たず、そうした業者が回収した廃家電が不法投棄される事例、

不適正にスクラップ処理され、雑品スクラップとして海外に輸出される事例、雑品スクラップの保管場所で火災

が起きた事例等が確認されており、取締りを強化していく必要があります。 
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 そこで、自治体職員の方を対象に、廃家電の適切な処理方法や、違法業者による不適正処理の実態、指導・取

締りに関する理解を深めていただくことを目的として、本セミナーを開催することとしました。 

 なお、本セミナーは、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、昨年度に引き続き、オンライン会議方式に

より開催いたします。 

■ 概要 

（１）開催日時・開催方法 

   第１回：令和５年１月26日（木）13:00～17:00 

   第２回：令和５年２月20日（月）13:00～17:00 

   ※ 第１回、第２回とも同じプログラムです。御都合のよい日程でお申し込みください。 

   ※ オンライン（ZOOMウェビナー（You Tube Liveでの視聴も可能））で開催いたします。参加用URLは申込

み後にメールにて御案内いたします。 

（２）対象 

   自治体職員（都道府県及び市区町村の職員） 

（３）プログラム（予定） 

時間 内容 

12:45～13:00  オンライン参加開始 

13:00～13:05  開催挨拶（環境省） 

13:05～13:25 
 ① 違法な不用品回収業者の背景と取締りの必要性について 

   講師：環境省 

13:25～15:00 
 ② 廃家電等の不適正処理事案対応の全体像 

   講師：ＢＵＮ環境課題研修事務所 主宰 長岡 文明氏 

15:00～15:10  休憩 

15:10～15:45 

 ③ 違法な不用品回収業者等の現状と指導・取締りについて 

   講師：公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団 

      不法投棄対応支援事業 専門家委員 岩城 吉英氏 

15:45～17:00 
 ④ 演習 

   講師：ＢＵＮ環境課題研修事務所 主宰 長岡 文明氏 

■ 定員 

 各回150名程度を予定 

 （先着順とさせていただきます。申込締切日は、各セミナー開催の１週間前までとなります。定員超過等によ

り御参加いただけない場合には事務局から別途御連絡いたします。） 

■ 参加申込方法 

 参加を御希望の方は、以下ホームページ内、「参加申込フォーム」に必要事項を御記入の上、各回次セミナー開
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催の１週間前までに送信してください。 

https://docs.google.com/forms/d/1eR0qM_9T8bJ96seDMOLWw_Ajwe_lLNdkaM923O7UhDY/ 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・健診等情報利活用ワーキンググループ    民間利活用作業班（第８回）    １２月２６日 

＜厚生労働省 2022年 12月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=0zfqjBJeiCN0eBNBY 

(１)民間ＰＨＲサービスの現状と課題に係る調査等について 

(２)｢データヘルス改革に関する工程表｣に基づく進捗について 

(３)民間ＰＨＲ事業者団体の設立に向けた調整状況について 

(４)その他  

********************************************************************************************* 

[13] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・飼養鳥における高病原性鳥インフルエンザ発生状況について （陽性確定、埼玉県宮代町（飼養鳥国内６、７例

目）） 

＜環境省 2022年 12月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/111118_00079.html 

・飼養鳥における高病原性鳥インフルエンザ発生状況について （疑い事例、埼玉県宮代町）  

＜環境省 2022年 12月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/111118_00078.html 

・宮崎県で確認された高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜（国内44例目）の遺伝子解析及びNA亜型の確定につ

いて 

＜農林水産省 2022年12月26日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221226_3.html 

・岡山県で確認された高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜（国内43例目）の遺伝子解析及びNA亜型の確定につ

いて 

＜農林水産省 2022年12月26日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221226_2.html 

・茨城県で確認された高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜（国内47例目）の遺伝子解析及びNA亜型の確定につ

いて 

＜農林水産省 2022年12月26日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221226_6.html 

・長崎県で確認された高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜（国内46例目）の遺伝子解析及びNA亜型の確定につ

いて 

＜農林水産省 2022年12月26日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221226_5.html 

・鹿児島県で確認された高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜（国内45例目）の遺伝子解析及びNA亜型の確定に

ついて 

＜農林水産省 2022年12月26日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221226_4.html 

・和歌山県和歌山市で発生した高病原性鳥インフルエンザ（国内21例目）に係る移動制限の解除について 

＜農林水産省 2022年12月26日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221226_1.html 

・福岡県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認及び「農林水産省鳥インフルエンザ防疫対策本部」

の持ち回り開催について 

   https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221226.html 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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